
 

企画競争に係る企画提案書の 

提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 

国土交通省航空局 航空ネットワーク部 

空港計画課  課長 楠山 哲弘 

    

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 

○令和８年３月１３日公表分 

１．業務名 バーティポート整備方策検討業務 

２．業務概要 

令和 7年度の大阪・関西万博における空飛ぶクルマの実証飛行以

降の社会実装・普及に向けては、「空の移動革命に向けたロードマッ

プ」に沿って、バーティポートの整備等の環境整備を進めていくこ

とが求められている。 

我が国のバーティポート整備にあたり、暫定ガイダンスとして、

EASA等の世界標準を参考とした「バーティポート整備指針」が令和

5年 12月に策定・公表されたところである。 

しかしながら、バーティポートを整備・普及させていくために

は、技術的な基準に留まらず、機能や役割、地域の特性に応じてど

のようなバーティポートを計画し、整備を進めていくのか、バーテ

ィポートの整備計画のあり方を示す必要がある。 

本業務では、空飛ぶクルマの社会実装に不可欠な基礎情報を整え

るべく、バーティポートに必要となる各種設備、標準的な電力容量

の検討、海外事例調査等を実施し、今後のバーティポート整備計画

のあり方について取りまとめることを目的とする。 

 

３．公示予定時期 令和８年３月下旬 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 空港計画課 

電話 03-5253-8111  内線 49217 

 



 

企画競争に係る企画提案書の 
提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 
国土交通省航空局 航空ネットワーク部 

空港技術課  課長 平井 洋次 
    
次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 
 

○令和８年２月２７日公表分 

１．業務名 空港グランドハンドリング作業の生産性向上技術検討業務 

２．業務概要 
生産年齢人口は減少傾向にある中、航空需要は拡大する見込みであ

る。持続可能な空港業務を実現するためには、ＤＸの推進による生産

性向上の取組を加速させることが必要不可欠である。 

本業務は、空港におけるグランドハンドリング作業において、生産

性向上に資する各業務の技術開発・実装に向けた要件・手法の整理を

行うものである。  

また、グランドハンドリング作業の生産性向上に資する技術実装に

おける設備・施設の課題・対応策に関する検討を行うものである。 

３．公示予定時期 令和８年３月中旬 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 
〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 
国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 空港技術課 

電話 03-5253-8111  内線 49542 
 



企画競争に係る企画提案書の 
提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 
 

国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 
空港技術課 課長 平井 洋次 

               
 
次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 
 

○令和８年２月２７日公表分 

１．業務名 空港制限区域内における自動運転技術検討調査業務 

２．業務概要 本業務は、空港制限区域内における自動運転技術を活用する上で

の技術的課題や運用上の課題の解決に向けた検討を行い、結果を取

りまとめ、有識者会議で報告を行うものである。 
また、課題解決に向けて必要となる技術検証・実証の支援及び自

動運行許可制度の運用支援を行う。 

３．公示予定時期 令和８年３月中旬 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 
〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 
国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 空港技術課 
電話 03-5253-8711（代表）内線 49520 

 



  

 

企画競争に係る企画提案書の 

提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 

 

国土交通省航空局航空ネットワーク部首都圏空港課長 川島 雄一郎 

 

 

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 

 

○令和 8 年 1 月 5 日公表分 

１．業務名 羽田空港機能強化に係る情報提供・意見把握検討等業務 

２．業務概要 

本業務は、令和２年３月 29 日より羽田空港において運用が開始さ

れた飛行経路の運用状況や騒音・落下物対策等について、羽田新経

路の固定化回避に係る技術的方策検討会における今後の調査・検討

状況を踏まえた情報提供を各種広告媒体によって行うとともに、飛

行経路下の住民の意見把握を行うものである。 

３．公示予定時期 令和 8 年１月下旬 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 首都圏空港課 企画係 

電話 03-5253-8111 内線 49309 

 



企画競争に係る企画提案書の 

提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 

 

国土交通省航空局航空ネットワーク部航空ネットワーク企画課 指田 徹 

               

 

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 

 

○令和７年１２月４日公表分 

１．業務名 
松山空港における空港経営改革に関する総合アドバイザー業務等の

請負 

２．業務概要 松山空港へのコンセッション方式の導入可能性について検討を行う

ため、民間事業者へのヒアリングの実施に向けた支援、ヒアリング

をふまえた事業スキーム案の検討、必要な課題整理、一体化収支の

試算の更新等を行う。 

３．公示予定時期 令和８年１月頃 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 航空ネットワーク企画課 

空港経営改革推進室 

電話 03-5253-8711（代表）内線 49111 

 



企画競争に係る企画提案書の 

提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 

国土交通省航空局交通管制部 

管制課長 石川 誠 

    

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 

 

○令和７年１２月４日公表分 

１．業務名 疲労管理システム改修プログラム検討業務 

２．業務概要 現在、航空管制官の疲労管理は、国際民間航空機関の基準に基づ

き、連続着席時間や勤務終了から次の勤務開始までの間隔等、時間

的な制限値（以下「規制値」という。）を遵守して業務に従事できる

よう疲労管理システムを用いて管理している。 

一方で、令和６年１月２日に羽田空港で発生した航空機衝突事故

を踏まえて設置された羽田空港航空機衝突事故対策検討委員会の中

間取りまとめ（令和６年６月）において、業務負荷を定量的に把

握・管理し、勤務計画へ反映させる精緻な疲労管理の必要性が提言

された。 

こうした背景を踏まえ、時間的な規制値に加えて、席ごとの交通

量や天候などの業務負荷を定量的に把握し、勤務計画に細かく反映

させるなど、運用面に即した対応が可能となるよう、疲労管理シス

テムを高度化する必要がある。これにより、突発的な交通量の増加

や天候の急変、突発事案等が発生した場合でも、特定の管制官に疲

労の蓄積を集中させないなど管制官の疲労を適切かつ高度に管理

し、高パフォーマンスを維持できる仕組みが構築できる。 

そこで本業務は、これまで疲労管理システムに導入されていない

業務負荷の考え方を導入するため、 

①業務負荷の要因を特定し、業務負荷を定量的に把握 

②それらを運用に活用するための標準的なガイドラインを策定 

するものである。 

３．公示予定時期 令和７年１２月頃 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 交通管制部 管制課 

電話 03-5253-8111  内線 51224 

 



企画競争に係る企画提案書の 

提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 

国土交通省航空局航空ネットワーク部官房参事官（航空戦略） 大田 圭 

 

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表します。 

 

○令和７年８月２０日公表分 

１．業務名 令和 7年度 地産地消による SAF導入支援実証事業 

２．業務概要  航空の脱炭素化に向け、CO2削減効果の高い、持続可能な航空燃

料（SAF）を全国の空港で安定的に供給・利用するための体制構築が

不可欠である。地産地消による SAF導入（空港の周辺地域で調達し

た原料から SAFを製造し、当該空港から出発する航空機で使用する

までの取組）を検討する動きが広がることで、地方空港を含めた全

国の空港での SAFの供給・利用拡大につながることが期待される。 

 当面の間 SAF需要は国際線に偏ることが予想され、国際線の便数

が少ない地域では SAF製造・供給サプライチェーン構築のコストに

見合った SAF 需要がないことで、地産地消による SAF 導入が遅れ

ることが懸念される。一方で、SAF の地産を行える地域は原料生産

を行える地方であり、SAF 供給地点と SAF 需要地点が物理的に離

れることが想定される。 

 

 上記 SAF 地産地消の課題に対して、物理的な燃料と CO2 排出削

減の環境属性とを切り離し、環境属性の部分を証書化して取引する

ブック＆クレーム方式が CORSIAでは認められている。 

 本業務は、地産地消による SAF導入を検討する空港周辺地域にお

ける原料調達～SAF 混合までのトレーサビリティ管理、ブック＆ク

レーム方式でのSAF混合地点からエアラインへの環境価値の受け渡

しまでの実証を行い、地産地消での SAF導入促進に繋げるための課

題や留意点等を明らかにすることを目的とするものである。 

３．公示予定時期 令和７年９月頃 

４．その他 〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 官房参事官（航空戦略） 

電話 03-5253-8111  内線 48173 



企画競争に係る企画提案書の

提出を求める公示に係る予定情報の公表

国土交通省航空局 交通管制部管制技術課 航空灯火・電気技術室

      室長 伊藤 正宏

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。

○令和７年７月２５日公表分

１．業務名 A-SMGCSの導入効果分析調査

２．業務概要 令和６年１月２日に羽田空港で発生した航空機衝突事故を踏ま

えて設置された羽田空港航空機衝突事故対策検討委員会の中間

取りまとめ（令和６年６月）において、将来的に航空機の位置予

測等の精度が更に向上すれば、滑走路上における航空機の競合

を未然に回避することが可能となることやデジタル技術を活用

した自動化システム等の導入により、航空交通全体が最適化・整

序化されれば、到着機・出発機の混雑や輻輳が軽減され、滑走路

上における安全性の向上が期待されることから、航空交通管理

の高度化に向けた技術革新の１つとして A-SMGCS の調査・研究

を推進することが示された。

本調査では、一定以上の運航便数がある空港（国内主要８空港）

において A-SMGCSを導入した際の効果分析を行うものである。

３．公示予定時期 令和７年８月中旬

４．業務内容に関

する問い合わせ先

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３

国土交通省 航空局 交通管制部 管制技術課 航空灯火・電気技術

室

電話 03-5253-8111  内線 51173



企画競争に係る企画提案書の

提出を求める公示に係る予定情報の公表

国土交通省航空局 交通管制部管制技術課 航空灯火・電気技術室

      室長 伊藤 正宏

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。

○令和７年７月２５日公表分

１．業務名 A-SMGCSの研究開発

２．業務概要 令和６年１月２日に羽田空港で発生した航空機衝突事故を踏ま

えて設置された羽田空港航空機衝突事故対策検討委員会の中間

取りまとめ（令和６年６月）において、将来的に航空機の位置予

測等の精度が更に向上すれば、滑走路上における航空機の競合

を未然に回避することが可能となることやデジタル技術を活用

した自動化システム等の導入により、航空交通全体が最適化・整

序化されれば、到着機・出発機の混雑や輻輳が軽減され、滑走路

上における安全性の向上が期待されることから、航空交通管理

の高度化に向けた技術革新の１つとして A-SMGCS の調査・研究

を推進することが示された。

本業務では、我が国の技術要件（ユーザニーズ、運用要件等）に

合致した A-SMGCSの研究開発を行うものである。

３．公示予定時期 令和７年８月中旬

４．業務内容に関

する問い合わせ先

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３

国土交通省 航空局 交通管制部 管制技術課 航空灯火・電気技術

室

電話 03-5253-8111  内線 51173



企画競争に係る企画提案書の 

提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 

国土交通省航空局     

総務課企画室 室長  後藤 暢子 

    

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 

 

○令和７年７月１５日公表分 

１．業務名 公租公課等の航空関連財源の各国比較調査 

２．業務概要 日本では、自動車安全特別会計（空港整備勘定）において航空会社から徴収

する着陸料等の公租公課を財源として、国管理空港の整備・維持等を行うとと

もに、国管理以外の空港への補助等を通じて航空ネットワークの維持・強化を

図っている。 
コロナ禍を経て、航空需要は回復してきているものの、事業環境の構造的な

変化により、特に国内線の収支が厳しい状況となっている。このような状況の

なか、サステナブルに空港整備の財源を確保するためには、航空会社から徴収

している公租公課のあり方について検討する必要がある。 
このような実態を踏まえ、諸外国における航空関連財源の全体像を把握しな

がら、日本の空港運営等の状況に照らして公租公課のあり方を検討するために、

本調査を実施することとする。 

３．公示予定時期 令和７年８月上旬 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 総務課企画室 

電話 03-5253-8111  内線 48184 

 



企画競争に係る企画提案書の 
提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 
 

国土交通省航空局交通管制部交通管制企画課 
管制情報処理システム室 松本 弘聖 

 
 
次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 
 

○令和 ７年 ７月 ４日公表分 

１．業務名 
航空交通管制情報処理システムにおけるサイバーセキュリティ対策

強化に係る要件調査 
２．業務概要 航空交通管制情報処理システム（以下、「本システム」という。）は、

航空機の安全な運航を支える航空管制に必要不可欠なシステムであ

る。本システムは、エアラインや海外管制機関等の外部機関と飛行

計画など航空管制に必要な情報のやり取りを行っている。 

外部機関との接続に対しては、所要のセキュリティ対策を講じて

いるところであるが、近年サイバー攻撃は巧妙化かつ高度化してき

ているため、従来の対策だけでは不十分な可能性がある。 

また、政府方針として、サイバーセキュリティ戦略本部（内閣）に

おけるサイバーセキュリティ 2025 等においても、サイバーセキュリ

ティの強化が必要とされているところである。 

こうした背景を踏まえ、本調査は、更なるシステム堅牢化を図るた

め、具体的なセキュリティ強化策を検討し、本システムに対する対

策要件を明らかにするため実施するものである。 

３．公示予定時期 令和 7 年 8 月中 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 
〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 
国土交通省 航空局 交通管制部交通管制企画課 
管制情報処理システム室 

電話 03-5253-8111  内線 48137 
 



企画競争に係る企画提案書の 
提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 
 

国土交通省航空局交通管制部         

管制課空域調整整備室 湯原 功一郎 

 

 

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 

 

○令和 ７年 ６月 ２６日公表分 

１．業務名 効率的な民間訓練試験空域等の設定に関する調査 

２．業務概要 本業務は、日本国内の操縦士養成の高まりに伴い民間訓練試験空域

等（以下「訓練空域等」という。）の需要が増加していることを踏ま

え、既存の航空路等と調和する訓練空域等の設定を行うため、既存

の航空路等及び訓練空域等に関する下記の事項について調査を行う

ものである。 

 

➀日本国内の訓練空域等の需要調査 

➁訓練空域等と既存の航空路等（VOR 経路及び RNAV□ 経路）との

離隔調査 

➂訓練空域等及び既存の航空路等と RNP 経路との離隔調査 

３．公示予定時期 令和７年７月中 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 

〒□□□-□□□□ 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 交通管制部 

管制課 空域調整整備室 

電話 □□-□□□□-□□□□  内線 □□□□□ 

 



企画競争に係る企画提案書の 
提出を求める公示に係る予定情報の公表 

 
 

国土交通省航空局交通管制部         

管制課空域調整整備室 湯原 功一郎 

 

 

次のとおり、企画競争に係る企画提案書の提出を求める公示に係る予定情報を公表しま

す。 

 

○令和 ７年 ６月 ２６日公表分 

１．業務名 既存航法のあり方に関する調査 

２．業務概要 本業務は、飛行の方式がPBNに基づく方式を主体とした方式へと移

り変わってきていることを踏まえ、既存方式の今後の整理に向け、

既存方式のあり方や就航機材に関する下記の事項について調査を行

うものである。 

 

➀諸外国におけるPBN方式の導入と既存方式の廃止に関する現状取

りまとめと課題整理 

➁日本における既存方式の残置選定に向けた課題整理及び導入計画

案 

➂急患輸送・災害対策機のPBN対応率状況の確認と対応率向上に向

けた課題整理及び対策案 

➃防災拠点空港として必要な運航環境の要望と課題整理 

３．公示予定時期 令和７年７月中 

４．業務内容に関

する問い合わせ先 

〒□□□-□□□□ 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 航空局 交通管制部 

管制課 空域調整整備室 

電話 □□-□□□□-□□□□  内線 □□□□□ 

 


